
第１節  教育・保育に関する計画

施策展開・具体的施策（Ｐ） 計画実施状況（Ｄ） 計画達成評価（Ｃ） 今後の取組み・改善事項等（Ａ）

（１）区域の設定

  子ども・子育て支援事業計画においては、
地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅よ
り容易に移動することが可能な区域（教育・
保育提供区域）を設定することとしており、
計画では、区域内にバランスよく施設が配置
されている現状から、教育・保育提供区域
は、市貝町内を１区域として設定している。

（２）保育の必要性の認定

  保育の必要性の認定については、保育を必
要とする事由、保護者の就労時間、その他優
先すべき事情などを勘案し、総合的に判断を
行う。

（３）教育・保育に関する量の見込み及
び確保内容

  保護者の就労の多様化や核家族化により、
低年齢児の保育ニーズが高くなっていること
から、需要に応じた提供体制を確保する。

（４）教育・保育の一体的提供及び教
育・保育の推進体制の確保

  就学前の子どもに対する質の高い教育・保
育の提供を推進するため、研修や各施設相互
の交流等を推進するとともに、幼保小連絡会
を中心に、関係職員が連携し、共通理解を図
ることで、小学校就学を見据えた教育保育の
連続性・一貫性を確保する。
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  計画どおり、平成27年度の赤羽保育園
新築に合わせ利用定員を増やすととも
に、幼稚園から認定こども園への移行を
推進するなど、ニーズに応じた教育・保
育を提供しており、待機児童は発生して
いない。

  幼保小連絡会議を年２回開催し、共通
理解を深めるとともに、円滑な小学校就
学に努めており、幼保小教諭等相互の保
育・授業参観や子どもたちの交流事業も
行っている。また、就学支援シートを活
用した、円滑な就学を推進している。 3

  今後も継続し、幼保小の連携強化を図
り、児童一人ひとりに適した就学支援を
推進する。

「市貝町子ども・子育て支援事業計画」自己点検表（ＰＤＣＡサイクル表）

  計画どおり、町内を１区域として設定
している。
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  区域の見直しにあたっては、北・中・
南部地域の人口構造や地域性等を勘案
し、随時計画の見直しを図る。

  計画どおり、保育の認定にあたって
は、計画に定める保育を必要とする事
由、優先すべき事情を勘案し、総合的に
認定判断を行っている。 3


